
出雲市中小企業景況調査報告書 

（平成２６年１月～３月期） 

     
 

 
 

   
１．調 査 期 間    平成２６年４月１日（火）～平成２６年４月１５日（火）  

 

     
 

 
 

   
２．調査対象企業   出雲市内事業所１８０社 回答数  １６５社  

 
回答率 ９１．７ ％ 

     
 

 
 

   

業  種 

出雲商工会議所管内 平田商工会議所管内 出雲商工会管内 斐川町商工会管内 合  計 

対象企業数 回答企業数 対象企業数 回答企業数 対象企業数 回答企業数 対象企業数 回答企業数 対象企業数 回答企業数 

建設業 13 13 4 4 4 4 4 2 25 23 

製造業 18 18 7 6 6 6 5 4 36 34 

卸売業 9 9 2 2 3 3 3 3 17 17 

小売業 23 21 9 9 8 8 9 7 49 45 

サービス業 27 27 8 7 9 7 9 5 53 46 

合  計 90 88 30 28 30 28 30 21 180 165 

       
  

  
３．調査実施機関   出雲商工会議所、平田商工会議所、出雲商工会、斐川町商工会 

 



今 期（２０１４年１－３月）の 概 要 

本調査は、出雲商工会議所が平田商工会議所、出雲商工会、斐川町商工会と共同で市内事業所から調査対象事業所１８０社を選定し実施しています。 

 

概  況（前期調査＝２０１３年１０－１２月期） 

 

○全業種の業況 DI をみると、前回調査で懸念されていた通り、前期比で△７．５（前期調査 16.5）の大幅ダウン。前年同期比では若干下がったもの

の６．８（前期調査 11.8）となり、２期連続でプラス水準を堅持しました（下図参照）。来期業況見通しについては、増税の反動を懸念する声が全

業種から上がるなど今期比△２６．７（前期調査△15.6）となり、地域経済が停滞することに懸念が広がっています。 

 このほど島根県から４月１日現在の推計人口が前年同期比５，３１８人減の６９７，４８９人（男性３３３，７１５人、女性３６３，７７４人）に

なったと発表がありました。７０万人を割ったのは、国勢調査による人口統計が残る１９２０（大正９）年以降初めての事態。少子高齢化、自然減

（死亡数が出生数を上回る）の拡大、若年層の県外流出などが大きな原因であり、消費の絶対数が落ち込んでいけば、地域経済への直撃は避けられ

ないというリスクも考えられます。このような中、山陰中央新報社が島根・鳥取両県の主要企業を対象にした新卒者採用計画に関するアンケートで

は、①業況改善、②景況感の回復、③出雲大社「大遷宮」効果を背景に、前年よりも採用数を増やすと回答した企業の割合が大学卒で１１．１％ア

ップの２７．３％に上るなど雇用の受け皿が広がる動きも出ており、明るい材料と言えます。 
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○出雲市内給水量状況について、２５年度１２～１月の契約件数は３８，４４２件、２～３月は３８，５０８件となり、前年同期比では年度すべての

調査月で増加しました。１２～１月の使用水量は１，７２９，９０２㎥、２～３月は１，６９８，５３８㎥となり、それぞれ前年同期比で２０，７

９３㎥、１７，８５７㎥減少しました。契約件数とは正反対に年度を通して、前年同月比で減少し続ける結果となりました。 

 

○電力使用量状況について、「特定規模需要以外の需要」の電灯・電力計は２３５，４１４千ｋＷｈとなり、前年同期比で４期ぶりとなる増加（６，６

４９千ｋＷｈ）となりました。「特定規模需要」は業務用・産業用ともに３期連続で増加となる３０５，８２３千ｋＷｈとなりました。今期の販売電

力量合計は、１５，１３１千ｋＷｈ増加の５４１，２３７千ｋＷｈ、４期連続で前年同期比を上回りました。 

 

○出雲市人口動態について、自然要因では３０カ月連続で死亡者数が出生者数を上回っています。社会要因における２６年３月末では、就職・進学時

期特有の転出が転入を大きく上回る動きが見られ、３８５人のマイナスとなりました。２６年３月末時点の当市の人口は男性８４，２２４人、女性

９０，２８１人の合計１７４，５０５人。世帯数は９カ月連続の増加となる６１，０５２となり、核家族化が進んでいることが読み取れます。 

 

○雇用情勢（出雲公共職業安定所管内）について、１月～３月の求人倍率は１．０９倍、１．１６倍、１．１２倍となり、前年同月比をすべて上回る

とともに、７月から９カ月連続で１倍を超えました。１月～３月の新規求人数は１，２０７人、１，５６４人、１，２１２人となり、２月は前年同

月比で１０．１％と大きく増加しました。 

 

○島根県統計調査課のまとめた毎月勤労統計調査２６年２月分月報（事業所規模５人以上）によると、現金給与総額は前年同月比２．２ポイントアッ

プの２３７，４７７円で６カ月連続の増加となりました。現金給与総額のうち、きまって支給する給与は前年同期比２．０ポイントアップの２３６，

５８３円で８カ月連続の増加となり、所定内給与も０．８ポイントアップの２０９，０２２円で８カ月連続の増加となりました。総実労働時間は８

カ月連続の増加の１５１．８時間となり、前年同月比１．５ポイントアップ。所定内労働時間も０．８ポイントアップの１４１．５時間、６カ月連

続の増加となりました。所定外労働時間は１０．３時間で、８カ月連続の増加となる１３．２ポイントアップでした。一方、常用労働者数は前年同

月比で２カ月ぶりの減少となる０．４ポイントダウンの２２９，１３６人でした。 

 

○企業倒産状況について、１～３月の出雲市の倒産は２件で、負債総額は１１２百万円。県全体では２０件の倒産、５，９９６百万円の負債総額でし

た。１月には大田市の㈱セラミカが２，５６９百万円、２月には松江市の㈱紅花組が１，０８０百万円の負債総額を抱え倒産。市内では３月に斐川

町の協同組合荘原ショッピングセンターが倒産しており、近隣住民への影響が懸念されます。 

 

○出雲市内信用保証状況について、１月～３月の月別保証承諾金額は、前年比で１月：３０．５５％の３３６，２００千円、２月：１２０．９８％の

８４１，１５０千円、３月：５２．０６％の１，３４５，５００千円となりました。一方、保証債務残高は３３カ月連続の前年割れとなっています。

年度代弁累計についても、それぞれ前年比４５．６２％、４５．６７％、４８．４８％となりました。利便性の高い小口融資が増えたことが、少な

からず影響していると言えます。 

 

○出雲市内建築確認申請状況について、１月～３月の申請件数の合計は１９５件で前年同期比１４件減少しました。２５年度の合計は１，０１７件で、

前年度の９２９件より８８件増加しました。やはり、増税前の駆け込み需要を好況の要因と考えるのが妥当と言えます。 

 



○県営公共事業の状況について、１月～３月の合計は２，１２５，５２１千円となり、前年同期比３６３，７３９千円の減少となりました。建築・舗

装工事・その他の三部門が前年同期を上回りましたが、土木部門が１，１４１，１４４千円の大幅ダウンとなる１，０４７，７２１千円となったこ

とが全体を引き下げました。２５年度の合計は８，７３３，６５８千円となり、土木と建築が下回ったことから、前年度の９，８６４，３４３千円

からは１，１３０，６８５千円減少しています。 

 

 

業種別景況調査の主要 DI  （前期調査＝２０１３年１０－１２月期） 

 

１、建 設 業 

・今期業況 DIは、前期比が２１．７（前期調査 18.2）となり２期連続のプラスとなりましたが、前年同期比では４．３（前期調査 17.4）と減少しま

した。 

・売上 DIは、前期比では４３．５（前期調査 30.4）、前年同期比でも２６．１（前回調査 21.7）となり、ともに２期連続のプラスとなりました。 

・来期業況見通し DIは、今期比で△３９．１（前期調査△13.0）と大幅な業況悪化が見込まれています。「年度末と増税前効果で忙しさが続いている

が、受注単価が低く（特に官公庁工事）話にならない。増税後の落ち込みが心配。」、「３月は増税前のため売上が増加した。４月以降が減少すると思

われる。」という意見が示す通り、来期売上見通し DIでは△５６．５（前期調査△21.7）という危機的な数値となっています。 

 

２、製 造 業 

・今期業況 DIは、前期比が△２．９（前期調査 20.6）と再びマイナスに転じました。しかし、前年同期比では３３．３（前期調査 17.6）となり、４

期連続で改善しています。 

・売上 DI は、前期比が△２．９（前期調査 32.4）と大きく下がりました。前年同期比は４１．２（前期調査 5.9）のプラスとなり、業況 DI と同様、

４期連続での回復となりました。増税前の自動車関連の好調が前年と大きく変わった点です。 

・来期業況見通し DIは今期比で△１４．７（前期調査 0.0）、来期売上見通し DIも△１１．８（前期調査 0.0）となり、２期連続で大幅な悪化を予想

しています。 

 

３、卸 売 業 

・今期業況 DI は、前期比では△３７．５（前期調査 6.7）とマイナスへ大きく後退。前年同期比も△１１．８（前期調査 26.7）と前期の大幅プラス

から一転、マイナスへと落ち込みました。 

・売上 DIは、「増税に伴う売上見込みと現実にギャップがあり、思うほどの結果につながらなかった」という声が示すように、前期比で△１７．６（前



期調査 25.0）と大きく減少しました。前年同期比では５．９（前期調査 12.5）とかろうじてプラス水準をキープしています。 

・来期業況見通し DI は今期比で△５．９（前期調査 0.0）、来期売上見通し DI でも△２９．４（前期調査 12.5）と２期連続の悪化見込みとなってお

り、さらなる冷え込みに懸念が広がっています。 

 

４、小 売 業 

・今期業況 DIは、前期比で０．０（前期調査 4.7）とゼロ水準をキープ。前年同期比では４．４（前期調査△4.4）で、「増税前の駆け込み需要で売上

が増加した」ことにより３期連続で改善し、さらにプラス転換もしています。 

・売上 DIは、前期比で△２．２（前期調査 22.7）と大幅に落ち込みました。前年同期比でも０．０（前期調査 6.7）と減少しています。「高価な商品

が売れなくなった。お客様が必要なもの以外は買わない」ことが影響しています。 

・来期業況見通し DIは、今期比で△３６．４（前期調査△18.2）と２期連続で悪化を見込んでいます。同様に、売上見通し DIも、△４８．９（前期

調査△2.3）と厳しい見方がされています。「４月は駆け込み需要の反動で前年比マイナスの予測をしている」企業もあるようです。 

 

５、サービス業 

・今期業況 DI は、前期比で△２２．７（前期調査 27.3）、前年同期比でも△２．３（前期調査 25.0）となり、前期好調だった反動が見られました。

運送関係では、材料（燃料）価格の上昇に苦慮しているようです。 

・売上 DIは、前期比で△２８．３（前期調査 38.0）と大幅に減少し、マイナスへと転落。前年同期比も０．０（前期調査 26.0）にまで下がりました。

観光関係では遷宮効果で前年を上回る売上を確保した企業もあったようですが、それ以外では魚の不漁や低料金店舗の進出といった影響を受けてい

る企業もあり、総じてこれまでより停滞している感があります。 

・来期業況見通し DI では、今期比で△２７．９（前期調査△31.8）と若干マイナス幅が縮小したものの、駆け込み需要の反動が引き続き懸念されて

います。来期売上見通し DIも今期比で△２８．９（前期調査△38.0）と厳しい予測となっています。「顧客に年金生活者が多く、増税分をすんなり

上乗せできずにいる。今しばらく様子を見たい」との声もありました。 

 

 

設備投資動向 

 

１、今期設備投資  

全業種   設備投資を実施した事業所の割合は３７．７％（前回調査 37.3％）とほぼ同水準で推移しました。内訳としては、「ＯＡ機器」への



投資が２７．５％となり、５期ぶりに「車両運搬具」以外の項目が最も高い割合を占めました。 

 

建設業   実施割合が５２．０％で、「車両運搬具」「ＯＡ機器」が同率で並んでいます。 

 

製造業   実施割合が４２．５％で、「ＯＡ機器」の割合が最も高くなっています。 

 

卸売業   実施割合が３６．８％で、「車両運搬具」「ＯＡ機器」が同率で並んでいます。 

 

小売業   実施割合が３４．６％で、「機械・備品」の割合が最も高くなっています。 

 

サービス業 実施割合が２９．８％で、「車両運搬具」「ＯＡ機器」が同率で並んでいます。 

 

 

２、来期設備投資  

 

全業種   設備投資を計画している事業所の割合は３０．５％（前期調査 39.6％）で９．１ポイントダウン。内訳としては、「車両運搬具」へ

の投資が２９．６％となり、最も高い割合を占めました。 

 

建設業   設備投資を計画している割合が４１．７％で、「車両運搬具」の割合が最も高くなっています。 

 

製造業   設備投資を計画している割合は３８．５％で、「機械・備品」の割合が最も高くなっています。 

    

卸売業   設備投資を計画している割合が３３．３％で、「ＯＡ機器」の割合が最も高くなっています。 

   

小売業   設備投資を計画している割合が２５．０％で、「付帯施設」「ＯＡ機器」が同率で並んでいます。 

   

サービス業 設備投資を計画している割合が２２．９％で、「車両運搬具」の割合が最も高くなっています。 



 

 

経営上の問題点 

 

全業種   第１位は「需要の停滞、受注減少」で３４．０％。第２位は「材料（原材料）等仕入れ価格の上昇」、第３位は「仕入・人件費以外の

経費の増加」「従業員の確保難」でした。 

 

建設業   第１位が「需要の停滞、受注減少」で、４７．６％となっています。第２位には「材料（原材料）等仕入価格の上昇」でした。 

 

製造業   第１位が「需要の停滞、受注減少」「店舗・機械・備品等設備の老朽化」が、２１．２％で並んでいます。第２位は建設業と同じく「材

料（原材料）等仕入価格の上昇」でした。 

 

卸売業   第１位が「需要の停滞、受注減少」で、３３．３％となっています。第２位には「代金回収の悪化」「大企業（大型店）進出による競

争の激化」などが入りました。 

 

小売業   第１位が「需要の停滞、受注減少」で、４１．９％となっています。第２位は「単価の低下・上昇難」でした。 

 

サービス業 第１位が「需要の停滞、受注減少」で、２９．３％となっています。第２位には「店舗・機械・備品等設備の老朽化」が入りました。 

 

 

注：DI（業況判断指数）とは、ディフュージョン・インデックス(Diffusion Index)の略で、「増加」・「好転」したなどとする企業割合から、「減少」・「悪化」などとする企

業割合を差し引いた値です。 

 

詳細は業種別景況を参照してください。 


